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１ はじめに 

 （１）研究の背景と目的  

 駅前広場は、交通結節点として人が集中する空間で

あり、また、都市の玄関口として認識される重要な都市

施設である。今後の人口減少化社会においては、駅を

核として多様な機能を集積させたコンパクトなまちづくり

を推進していくことが中心市街地の再生の鍵となってい

る。一方、駅前広場における都市計画決定年度１）は、昭

和 30 年から 50 年代が全体の約 65％を占めている。

これは、日本の人口が急激に増加することを前提に推

計した計画であり、したがって、現在未整備の駅前広場

については、過去に推計して決定した広場面積が今後

の社会経済動向の変化に適正に対応しているのかどう

か再度検証する必要がある。 

さらに、地方自治体の抱える大きな課題である税収

減による限られた財政状況のもとでは、公共事業を取

捨選択し、整備の優先順位を定量的かつ客観的に判断

していく手法の確立が求められている。 

駅前広場についての最近の研究は、広場の利用者に

着目した乗換え行動に関して分析した研究２）、広場利用

者のニーズが多様化している中で、広場面積の空間構

成について、バス機能に着目してコンパクト化、効率化

について検証した研究３）などがある。 

一方、行政計画の意思決定プロセスとして、階層化

意思決定法（Analytic Hierarchy Process,以下AHPとす

る４）５）を用いて政策形成や政策評価に適用した研究６）７）

もされている。 

しかし、駅前広場の適正規模を都市計画決定時期か

ら再評価し、さらに適正な規模に見直しをするための手

法について考察した研究はない。 

本研究は、駅前広場の見直しの必要性を検討すると 
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ともに、適正な規模を決定していくための意思決定シス

テムを明確にする手法の検討を行うことを目的とした。 

 

２．研究の方法 

 （１）研究の対象地と方法 

対象地としては、首都圏の政令市であるさいたま市を

対象とした。最初に、駅前広場の計画年次と整備状況

について整理した。既設の駅前広場における計画時の

推計値と現在の誤差について検証を行った。続いて、

長期未整備である駅前広場の計画見直を行う手法を確

立するため、JR京浜東北線与野駅東口をケーススタデ

ィとして、駅前広場の適正規模のベースとなる広場面積

の算定を行い、３種類の規模の異なる計画について、

AHPを用いて最適案の絞り込みを試みた。 

 

３．さいたま市の概況 

 （１）都市計画の概況 

  さいたま市は、東京都心から 20～40km圏に位置し、

面積２１７．４９k㎡の内陸都市であり、人口約120万

人の１０区をもつ政令指定都市である。平成 13 年の

3 市合併、平成 17 年の岩槻市の編入合併を経て、

現在の市域が形成された。 

 

   図―１ さいたま市位置図 



   鉄道駅については、新幹線 5 路線が乗り入れる大

規模ターミナル機能をもつ大宮駅を含めたJR18駅、

東武鉄道 7 駅、埼玉新都市交通 6 駅、高速鉄道 1

駅の計32駅が網羅されている。 

 （２）駅前広場の都市計画決定の経緯 

  さいたま市の駅前広場は、都市施設として都市計画

決定しているものとして３２箇所である。その計画年度

は、昭和６０年代が１９箇所（全体の約 60％）であり、

続いて８０年代が６箇所（全体の約 20%）となっており、

日本の高度経済成長期、人口が爆発的に増加してい

く時期に計画されたものが多数を占めている。（図２） 

  また、その整備状況については、暫定整備及び未整

備が約60％となっており、都市計画道路の整備進捗

（平成２１年３月現在約 44%の整備率）とともに、その

事業の遅れが大きな課題となっている。図３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図―２ 駅前広場の都市計画決定時期 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

      図―３ 駅前広場の整備状況 

 

（３）既設駅前広場の検証 

   既に供用開始している JR の５駅（東大宮駅、宮原

駅、北与野駅、北浦和駅、南浦和駅）の駅前広場に

ついて、計画時と現在の利用者状況について検証し

た。なお、北与野駅については、昭和５９年の都市計

画決定であるが、他の 4 駅は、昭和 30 年代の計画

決定である。 

この 5 駅について、平成17 年度の一日平均鉄道

乗降客数と計画決定時に推計した乗降客数との比較

を行った。（図４）なお、計画決定時の乗降客数の推

計は、駅前広場計画委員会駅前広場面積算定式８）

（以下「28年式」という）の最大値を用いて行った。 

この結果、昭和 30 年代の推計値との差が比較的

少ないのが南浦和、東大宮駅、宮原駅であり、現況

利用者数に比べて計画時の推計値が2.8倍も少ない

のが北浦和駅、逆に 4.2 倍も推計値が大きすぎるの

が北与野駅という結果となった。北与野駅については、

さいたま新都心のまち開きとさいたま新都心駅の開

業による影響により数値が乖離している要因であると

考えられる。 

 

表―１ 既存駅前広場の概要 

駅名 計画年次 面積（㎡） 乗降客数

人 / 日

（H17） 

計画時推

計乗降客

数 

南浦和駅

（東西） 

昭和 38

年 

９４００ １１１ ７３．４ 

北浦和駅

（東西） 

昭和 38

年 

４５００ ９９．４ ３５．２ 

宮原駅 

（東西） 

昭和 38

年 

７４００ ４０．９ ５７．８ 

東大宮駅

（東西） 

昭和 38

年 

８８１０ ６０．８ ６８．８ 

北与野駅

（南北） 

昭和 59

年 

８０００ １４．９ ６２．５ 
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    図―４ 駅前広場の面積比較 

 
４．JR与野駅東口におけるケーススタディ 

 （１）与野駅周辺地区の概要 

与野駅は JR 京浜東北線の北浦和駅とさいたま新都

心駅に挟まれた駅であり、一日平均乗降客数は、約４

万8千人（平成17年）である。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     写真－１ 与野駅周辺航空写真 

   

東西駅前広場とも昭和 38 年に計画決定されている

が、西口については、区画整理事業と３つの駅前再開

発事業により、平成 18 年に当時の計画どおり完成して

いる。しかし、東口については、再開発等も実施されな

かったため、朝夕の通勤通学時には、自転車歩行者が

駅前に集中し、非常に交通処理上危険な状態が続いて

きた。このような状況から、駅前の地元権利者が中心と

なって、勉強会を重ね、駅前広場の早期事業化を望む

要望書が市に提出されている。 

（２）乗降客数の将来推計と駅前広場面積算定 

 昭和 38 年に計画決定した与野駅の駅前広場につい

ては、将来一日平均乗降客数（昭和 58 年目標）を、約

７万 5 百千人程度を想定していた。与野駅の駅勢圏の

変化と総合振興計画による地域別人口フレームから平

成40年の駅乗降客数を5万人と想定した。つづいて、

東西の利用分担率から東口の利用者数を推計し、98

年式等を用いて駅前広場面積の算定を行ったところ、

表２の結果となった。 

表－２ 与野駅東口の駅前広場面積算定比較 

 28年式 小浪式 48年式 98年式 

 

駅前広場

面積 

2900 ㎡（下

限） 

3900 ㎡（標

準） 

4200 ㎡（上

限） 

3700㎡ 3300㎡ 3200㎡ 

 

５．駅前広場の面積決定方法 

 （１）AHPによる最適案の選定 

 前項までで検討したことを整理すると、昭和30年代に

計画決定して供用している既存駅前広場について事後

評価をしたところ、面積が過大規模、または、過小であ

る例がみられた。今後整備が必要な与野駅東口につい

て、経済動向等の変化を想定して推計し直したところ、

面積は2900㎡から4200㎡の範囲となったが、最大の

面積である 4200㎡は、28年式の最大値で示されたも

のであり、98 年式で示された 3200 ㎡を通常新規の都

市計画決定の場合は用いている。一方、与野駅西口は、

当初の計画どおり3900㎡で整備を行っている。 

 

 このような条件をもとにどのようなプロセスで最適な面

積を決定していくのかという課題に対して、AHPを使用し 
た行政計画（駅前広場の適正規模）の意思決定につい

て試みた。 

 （２）評価項目の設定 

 評価の項目としては、以下の４つの指標を設定した。

なお、指標の選定については、平成 19 年度市民意識

調査９）における「今後もっと力を入れてほしい施策、事

業」の設問に対する解答の上位１０項目から都市計画

を担当する職員によるKJ法１０）により選定した。 

 a)緊急性の視点 

 b)費用対効果の視点 

 c)交通機能の視点 

 d)景観・環境面の視点 

 また、最適案については、表に示すとおり３つの案で行

うこととした。 

 なお、評価者については、さいたま市都市局に設置さ

れている管理職（都市計画部、まちづくり推進部の次長

級6名）で構成する「都市局政策調整検討会議」を活用

した。 各委員に今回の趣旨を説明し、アンケート形式

で回答してもらい、その結果を平均して算定した。 

その結果、４つの評価指標に対する評価の重み付け

については、図５のとおりとなった。緊急度、費用対効果

を重視していることが明確となった。一方、景観機能を

含めた余裕空間のウエイトは非常に低い結果となった。 

 続いて、一対比較による３つの案について点数化を行

った。結果は、図６のとおりであり、現在の計画面積を縮

小した案が適正であるという結果となった。 

与野駅のような乗降客数5万人/日程度の中規模駅

については、駅前の顔というイメージよりも効率的で費用

効果の高い案が好まれる傾向が示された。 
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    図―５ 評価基準のウエイト 
      表―３ 駅前広場比較案 

 

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

A案 B案 C案

景観空間

交通機能

費用便益

緊急性

 
     図―６ 評価結果 
 
６．まとめと今後の課題 

 本研究は、20 年後の都市を想定して計画されている

都市施設（駅前広場）について、社会、経済動向の変化

にどの程度差異があるのか事後評価を行った。 

そして、今後、人口が減少し、公共投資への財源も不

足することで、事業の優先順位づけや重点化が重要と

なることから、自治体の政策決定方法について、AHP手

法を用いた計画案の絞込みを試みた。 

その結果、次の知見を得ることができた。 

（１） 昭和30年代後半に都市計画決定をし、整備

された駅前広場については、駅前広場利用者の

推計に誤差が生じており、結果として利用者が少

ないのに交通機能スペースを過大に整備されて

いる事例、逆に、利用者数が予測値より多くなり、

面積規模が過小な事例がみられた。 

（２） 適正規模の駅前広場面積の絞込みについて、

緊急性、費用対効果、交通機能、景観の 4 つの

視点から意思決定（政策決定）プロセスに AHP手

法をもちいて行ったところ、今回のケースでは、現

計画よりも縮小したコンパクトな案が支持された。 

 今後の課題として、評価指標の妥当性や他の都市

施設などの意思決定についての適用、さらに、整備手

法の違いによる考察（単独買収事業と面的な整備を

伴う市街地開発事業など）についても併せて検討する

必要がある。 

 

 面積（㎡） 特 徴 

A案 4100㎡ 旧計画を継承した案（昭和48年当初に計

画決定） 

B案 3200㎡ 将来人口の減少を考慮したコンパクトな計

画案 

C案 5000㎡ 駅前の顔を考慮した余裕のある計画案 
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